
労働基準法改正案のあらましと企業への影響
Ⅰ．通常国会における労基法改正案の上程に至る経緯
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1 労働者一人ひとりが主体的に多様な働き方を選択できる可能性を拡大すること

2 働き方に応じた適正な労働条件が確保され、紛争解決にも資するよう労働契約など

働き方に係るルールを整備すること

3 制度の整備、運用に際して労使によるチェック機能を活用すること


　平成13年9月19日以後25回にわたり労働政策審議会労働条件分科会にて討論、

　　労基法・労基則・告示等の改正案提出

Ⅱ．労基法改正案の改正内容の概要と施行時期

1 就業規則の絶対的必要記載事項の「退職に関する事項」につき「解雇の事由」も含む

2 労働契約の締結に際し書面の交付により明示すべき労働条件の「退職に関する事項」に

「解雇の事由」も含む

③　労働契約期間上限の原則を3年に延長し、専門的な知識、技術を有する者及び満60歳

以上の高齢者を5年とし、更新を認める

④　有期労働契約の締結および更新・雇止めに関する基準として、一定期間以上雇用された有期契約労働者を契約更新しないときはその旨の予告等を定める

⑤　解雇が客観的かつ合理的な理由を欠き社会通念上相当と認められない場合無効とする

6 解雇予告労働者は、予告日から退職日の間でも解雇理由記載文書の交付請求が可能

7 専門業務型裁量労働制についても労使協定により健康・福祉確保措置や苦情処理措置の導入を要する

8 企画業務型裁量労働制の導入、運用に係る手続きを簡素化する

9 企画業務型裁量労働制の対象事業場を「事業運営上重要決定の事業場」に限定しない
10 労使委員会の協定代替決議について委員の5分の4以上の多数決議で足ることとする

11 裁量労働制に係る健康・福祉確保措置として産業医等による助言・指導を受けさせる

12 時間外労働の限度基準の例外措置の「特別の事情」を臨時的なものに限ることとする

　

Ⅲ．改正案の具体的内容とその影響

　　　　改正案　　　　　　　　　　　具体的内容と実務への影響　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　（改正の内容）　

就業規則・労働条件明示　(1)「解雇の事由」を就業規則に適切に記載

における解雇事由の明文化　(2)使用者が書面交付すべき労働条件として「解雇の事由」を含める　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　（実務への影響）

労働契約の終了に際して発生するトラブルを防止し、迅速な解決に資すること　　　　　　　ができる。判例の中には限定列挙説も少なくないので、包括条項を入れ忘れないこと

　　　　　　　　　　　　（改正の内容）　　　　　　　　　　　　　　　

有期労働契約の期間　　(1)期間の延長と専門職型の更新の許容　　　　

の上限の延長等　　　　(2)有期労働契約の締結および更新・雇止めに係るルールに関する指針の根拠

　　　　　　　　　　　　規定の新設

　　　　　　　　　　　（実務への影響）

(1) 雇用形態の多様化に向け大きな選択肢を労使に与え、中期雇用ともいう

べき新たな雇用形態への対応が求められる

(2) 指針への違反が直ちに更新拒絶を無効にするものではないが、更新を反復

した場合は裁判所が一定の制限を示すことが予想される

(3) 正社員等との処遇の相違点について明文化（特別の就業規則作成が賢明）

　　　　　　　　　　　　（改正の内容）

　労働契約終了のルール　(1)判例上の解雇権濫用法理の明文化

　および手続きの整備　　(2)解雇予告の際の解雇事由の明示請求権等

　　　　　　　　　　　　（実務への影響）

(1) 合理的理由なき解雇の無効に対する違反への罰則はないが、いままで以上に労働基準監督署や紛争調整委員会によるあっせんが予想される

(2) 労働者との間で明示された解雇事由をめぐる説明やその反駁等の協議が

必要で、誠意をもって応じなかった場合には、その後のあっせんや裁判

所で不利益な予断を抱かせる危険あり

(3) 解雇理由の開示に当たっては立証可否について十分な精査・吟味が必要

(4) 解雇理由通知書の準備

　　　　　　　　　　　　（改正の内容）

　健康・福祉確保措置等　(1)専門業務型裁量労働労使協定への健康配慮措置規定挿入の義務化

　の充実　　　　　　　　(2)健康配慮措置の内容としての産業医等の助言・指導など連携の必要

－専門業務型裁量労働制　（実務への影響）
　に関する健康配慮事項　健康および福祉確保の措置や苦情処理措置の労使協定を定めなければ労基署

の協定化等－　　　　　で受理されず、専門業務型裁量労働制の利用ができなくなる

　　　　　　　　　　　　（改正の内容）

　企画業務型裁量労働制　(1)導入にあたっての労使委員会決議は委員の５分の4以上の多数とする、

　の手続要件等の緩和　　　労働者を代表する労使委員について過半数の信任を得ている要件を廃止、

　　　　　　　　　　　　　労使委員会設置の届出廃止など手続きの簡素化

　　　　　　　　　　　　(2)対象事業場「事業運営上の重要な決定が行われる事業場」の制限の撤廃

　　　　　　　　　　　　（実務への影響）

　　　　　　　　　　　　今までより労使双方にとって企画業務型裁量労働制が利用しやすくなる。

　　　　　　　　　　　　ただし、健康配慮措置に関する規定は産業医等との連携など強化される

　　　　　　　　　　　　（改正の内容）

36協定の特別条項　　総労働時間等の上限の規定・基準も特別事情の限定も十分でないため「特別の

　への歯止めの設定　　　事情」とは臨時的なものに限る旨を明確にする

　　　　　　　　　　　　（実務への影響）

　　　　　　　　　　　　曖昧な特別条項では受理されず、書換え、差換え等指導の対象となる可能性。

　　　　　　　　　　　　真に臨時の必要性がある限りは最長上限の設定はないが過労死新認定基準を

　　　　　　　　　　　　意識し、時間外労働は1ヶ月最大80時間以内の設定が妥当　

　　　　　　　　　　　　（運用強化の方針）

計画年休の利用促進　　労使協定に基づく計画的年休付与・取得の普及促進策の実施が適当


（参考資料）

岩出誠（2003）『改正労働基準法・派遣法の実務』（ビジネスガイドNo.600）日本法令

少子高齢化による労働力人口の減少





産業構造の変化





企業活動の変化





労働市場の変化





改正労働法等の施行時期は、最短では平成15年10月頃から…
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